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新たな段階に入った日韓関係 ：  

固着化する歴史認識をどう打破するか

木村幹

（神戸大学大学院国際協力研究科教授）

【要約】

この 1 年、日韓両国で新政権が発足し、両国では関係改善に対す

る期待が高まっている様に見える。しかし、その前提として、そも

そも両国が直面する問題とは何であり、関係改善の為に何をすべき

かを考えなければならない。本稿ではこの問題について、日韓両国

を巡る問題の歴史的展開を分析し、現在の日韓関係が新たな段階に

突入しつつあることを指摘する。また重要な点として、両国の歴史

認識が世論と司法により固定化されつつある事を明らかにする。

韓国において 1965 年に締結された一連の条約の解釈変更が開始

したのは、1990 年代である。その後、両国の歴史認識がその国内

において揺れ動き、国内外でも激しい論争が展開されたことで、両

国の歴史認識の乖離が進んだ。しかし、両国内における歴史認識を

巡る葛藤は収束へと向かい、両国民は自らの歴史認識を当然のもの

だと見做す様になった今日、確立した歴史認識と異なる行動を取る

事は、両国政府にとって次第に困難になっている。関係改善には、

この状況を打開できるほどの、日韓関係に関わる大きなインセンテ

ィブを見出す事が重要になるだろう。
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一　はじめに

調査では、「尹新政権で」との前提をつけた上で日韓関係の見通

しを聞いた。「良くなる」が日本側で 3 割を超えたのは、2011 年

以来。韓国側は、文在寅・前政権の発足直後の 17 年調査で記録し

た 56％に次ぐ水準。両国で同時に関係改善への期待が大幅に高ま

るのは異例だ（読売新聞 2022a） 1。

日韓関係改善への期待が高まっている。背景にあるのは、日韓両

国における政権交代だ。日本では 2021 年 9 月、与党・自民党の総

裁選挙が行われ、河野太郎・高市早苗等を破った岸田文雄が新総裁

に選出された。翌 10 月岸田は国会にて予定通り首相に選任され、

自らの政権を発足させた。よく知られている様に、岸田は自民党の

主要派閥の中で最もリベラル寄りとされる事の多い「宏池会」の出

身であり、同会会長としては 5 人目、1991 年に発足した宮澤喜一

以来、実に 31 年ぶりの首相就任となった。周知の様に、この宮澤

政権下では、慰安婦問題解決の為の努力が行われ、それが翌 93 年

における「慰安婦関係調査結果発表に関する河野内閣官房長官談

話」、所謂「河野談話」となった事は良く知られている。結果、こ

の様な理解を受け、韓国国内では岸田首相の誕生を、好感を以て受

け止める報道が多くなっている（김찬호 2021）2。

次いで 2022 年 3 月、韓国にて大統領選挙が行われた。当選した

1	 本稿における読売新聞の記事等は、全て以下のデータベースに拠っている。読売

新聞「ヨミダス歴史館」、https://database.yomiuri.co.jp/rekishikan/（最終確認

2022 年 8 月 2 日）。
2	 本稿における韓国メディアの記事等は、全て以下のデータベースに拠っている。

「빅카인즈」、https://www.kinds.or.kr/v2/news/（最終確認 2022 年 8 月 2 日）。
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のは「国民の力」から立候補した尹錫悦であり、文在寅政権下の与

党「共に民主党」の候補者であった李在明を僅差で破った。尹錫悦

は予てから、文在寅政権下において大きく悪化した日韓関係を改善

する意志を有している事を表明していたため、日本国内の一部で

は、新大統領が最重要事項となっている元徴用工問題をはじめとす

る日韓関係に関わる懸案について、何らかの譲歩案を示して来るの

ではないか、という期待が高まった（時事通信 2021）。

とはいえ、それから半年近くが経過した今、日韓両国を巡る関係

は依然、大きく動いているとは言えない。勿論、背景にあるのは関

係改善の為に両国が解決しなければならない問題の複雑さがある。

それでは、日韓両国はこれらの問題について、どの様に取り組

み、関係改善を模索していくのだろうか。そして、その為に解決し

なければならない問題とは、どの様なものなのだろうか。本稿では

この点について、問題の構造から改めて考えていく事にしたい。

二　日韓対立の基本構造 3

そもそも日韓関係は何故に現在の様な状況に立ち至ったのだろ

うか。この点については、これまでも多くの研究がなされてきた

が、その中で今日、頻繁に指摘されるようになっているのが、日韓

両国、とりわけ韓国における協力の為のインセンティブの低下が齎

す、関係悪化のメカニズムである。それを筆者なりに整理すると次

のようになる。

まず、日韓両国の対立の基底には、植民地支配を巡る理解の齟齬

がある。即ち、西洋列強に倣って自らの朝鮮半島における植民地支

3	 本章の内容については、木村幹（2014）、木村幹（2020）、Kimura（2019）の書

籍を基礎にしている。
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配を合法であり、それ故それ自身には何等の法的瑕疵もない、と考

える日本と、この支配は武力により押し付けられた不当且つ不法な

ものである、と言う国家としての公式見解を有する韓国は、第二次

世界大戦後、長期間に渡ってその支配の清算を巡る議論を続けてき

た。議論は、一旦、1965 年に結ばれた日韓基本条約と一連の付属

協定の締結により法的な解決を見たかに思われたものの、この条約

の締結過程において、自らの望んだ植民地支配に伴う日本の法的責

任の認定と、それに対する謝罪の意味を込めた「法的賠償」の獲得

に失敗した韓国には、この解決に対する強い不満が残り続ける事と

なった。彼等はこの条約を、戦禍からの復興に早々に成功し「経済

大国」となった日本が、冷戦下の貧しい分断国家であった韓国に対

し、その力の格差を以て押し付けた不当なものであると認識し、以

後もその内容の実質的な変更を求め続けた。1948 年の建国以来、

自らの憲法前文に植民地支配の違法性を前提とする記述を持つこの

国にとって、この問題はネイションとしてのプライドに関わるもの

であると同時に、国家としてのアイデンティティにも直結する重要

な問題であったからである。

とはいえ、1965 年から数十年の間、この条約を基礎とする日韓

関係は、一定の安定を見せる事となった。韓国政府が日本政府と同

じく、植民地支配に関わる問題はこれらの条約により「全て解決済

み」、という立場を有していたからである。状況が変わるのは、92

年以降、発端は当時、本格化した慰安婦問題を巡る対立だった 4。以

後、韓国の行政府と司法府は、日韓基本条約及びその付属協定、と

りわけ、植民地支配に関わる経済関係処理の中核となる「請求権協

定の財産及び請求権に関する問題の解決並びに経済協力に関する日

4	 この経緯については、木村幹（2014）。
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本国と大韓民国との間の協定」（以下、「請求権協定」）の解釈を

繰り返し変更し、今日に至る事となっている。

それでは、何故に 90 年代に入り、韓国の行政府や司法府は、一

転して日韓基本条約とその付属協定に対する解釈を変える事となっ

たのか。ここで重要なのは、これらの条約に対して韓国国民が大き

な不満を有していた事 5 自体はこの時期を前後して変わっていない

事である。つまり、この時点での韓国の歴史認識問題に対する態度

の変更を、韓国国民の認識の変化により説明する事は不可能であ

る。

にも拘らず、80 年代までの韓国政府は、この国民の不満を硬軟

双方の手段を用いて抑え込み、条約により形作られた日韓関係を維

持すべく努力した 6。言うまでもなく、この時点においては、韓国に

おける日本の影響力は、経済的には勿論、政治、社会の様々な面に

おいて絶大であり、それに大きく依存するこの国のエリートが、関

係悪化により日本との紐帯が傷つくのを恐れたからに他ならない。

しかしながら、90 年代に入ると、冷戦体制の終焉と韓国の経済発

展、そしてグローバル化の進展により、日本の影響力は次第に後退

し、韓国は日本への相対的に大きな行動の自由を獲得する事とな

り、同じ時期に進んだ韓国政治の民主化はこれまで抑圧されてきた

国民の声を直接反映させる事を容易化させた。結果、韓国の人々は

日韓関係の悪化を大きく恐れずして、植民地支配に関わる問題を再

提起する事が可能となり、その処理の方式を定めた、日韓基本条約

5	 典型的な表れが、1964 年に勃発した「六三運動」と呼ばれる大規模な学生運動で

あったろう。詳しくは、6.3 학생운동사편집위원회（1994）。
6	 その為の努力としてよく知られているものに、1982 年「第一次教科書紛争」直後

に展開された、「克日運動」が存在する。詳細は、木村幹（2019）、81 ページ以

下。
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及びその付属協定に関わる解釈の訂正を試みて行く事となる。

結局、そこで見られたのは、日本の影響力低下に従い、韓国のエ

リート達が国民の反対をも押さえつけて日韓関係の維持の為にコス

トを払うインセンティブが失われていく過程であり、このインセン

ティブの喪失により、日韓基本条約とその付属協定により形成され

た日韓関係は悪化、更には崩壊へと向かう道程であった。

とはいえ、単に過去の合意による関係が崩壊しただけならば、

新たに合意を形成し関係を築き直せばいいだけの話である。しか

し、90 年代以降の日韓関係における協力のためのインセンティブ

の低下は、この新たなる合意への努力をも阻むこととなる。即ち、

嘗て、日韓両国がその植民地支配を巡る大きな理解の間隙にも拘ら

ず、合意へと至る事が出来たのは、双方にとって関係を改善、構

築する事に大きな利益があったからである。再び、冷戦下の貧しい

分断国家であった韓国にとっては、在日米軍の基地を有し、強大な

経済力を誇る日本の支援と支持は、自らが国際社会で生き延び、発

展する為には不可欠であった。そして、同じ事は日本にとっても言

う事が出来た。朝鮮戦争初頭における北朝鮮の洛東江にまで達する

快進撃にて思い知らされた様に、冷戦下における韓国の崩壊は、即

ち、狭い対馬海峡を挟んで至近まで共産主義の脅威が迫る事を意味

していた。嘗ての植民地である韓国との関係修復は、経済復興を果

たした日本が、太平洋戦争により大きく傷ついたアジアにおける日

本のナショナルイメージを立て直し、アジア、そして世界全体の国

際社会に復帰する為にも必須であった。日韓両国の共通の同盟国で

あるアメリカもまた、自らのアジアにおける負担軽減の為にも、両

国の関係改善を強く望んでおり、その強い期待に答える事はそれ自

身が彼らの国益に叶う事であった。

しかし、それから半世紀以上を経た今日、日韓両国のエリートに
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は関係修復の為に、急いでコストを払うべき状況は存在しない。経

済成長を遂げ、世界第 10 位の経済規模と軍事費を擁する様になっ

た韓国は、嘗ての様な経済、安全保障双方での日本からの支援と支

持を必要としなくなっている。だからこそ、彼等には嘗ての様に、

自らの主張を曲げてまで、日本との関係改善を急ぐ理由はない。

それではこの様な日韓の「垂直的」な関係から「水平的」な関

係への変化が、逆に日本側に韓国との協力のインセンティブを生む

か、と言えばそうでもない。韓国の国力向上と関係の水平化は、必

然的に追われる立場にある日本側からの韓国に対する警戒心を生む

事になる。韓国側から繰り返される、古い、そして自らに不利な関

係への異議表明は、日本側に強いフラストレーションと不信感をも

齎す事になる。

こうして見ると、新型コロナ禍直前の 2018 年から 2019 年にか

けて、関係が大きく悪化し、しかも停滞した日韓関係を巡る状況

が、その典型的な結果である事がわかる。元徴用工問題を巡る大法

院判決は、「請求権協定」に対する解釈の重大な変更であり、日本

政府は韓国政府に対して、この状況の是正を呼びかけた。しかしな

がら、この様な日本側の動きに、当初は応えるかに見えた韓国の文

在寅政権は、結局、その状況を放置する事を選択した。韓国側の不

作為は、日本側に文在寅政権に対する強い不信感を生み、日本側の

第二次安倍政権はこれを訴える為の手段として、一部半導体産品に

関する輸出管理措置の発動を選択した。

日本側の輸出管理措置の発動には、それなりの発動を正当化する

理由が存在し、韓国政府は即座にこの理由を消す為の法制度等の整

備を行った。しかしながら、日本政府はこの韓国側の法整備にも拘

わらず、輸出管理措置の撤廃を行わなかった。理由は簡単である。

日本側もまた、この状況を急いで解決するインセンティブを見出す
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事ができなかったからである。

こうして 2018 年から 2019 年にかけて、日韓関係を巡る状況は

悪化を続け、両国政府はその後もこの状況を事実上、放置する事を

選択する。日韓関係の基本となる、日韓基本条約とその付属協定に

対する両国の解釈が大きく乖離していく中、これを急いで修復する

インセンティブも、両国のエリートが見出す事が出来なかったから

に他ならない。

こうして日韓両国間の関係は悪化したまま放置され、この相手国

との関係を軽視するかのような行動が、両国のエリート間での相互

への不信感を増幅させる効果を持つ事となる。そして当然の事なが

ら、同様の状況は、エリートのみならず、それを取り巻く世論の状

況にも影響を与える事となる。次に章を変えてその点について、見

てみる事にしよう。

三　日韓関係における第四の段階

まずこの点について考える為に、近年の状況を世論調査により見

てみよう。図 1 は日本の内閣府が毎年実施する「外交に関する世論

調査」、図 2 は日本の言論 NPO と韓国の東アジア研究院が実施し

ている「日韓共同世論調査」の結果である。

最初に注意しなければならないのは、両者の世論調査の違いで

ある。内閣府の調査は実に 1978 年以来、ほぼ毎年実施されている

ものであり、図 1 はその一部である 2000 年以降の状況を比較的長

期の変化を見る為に示したものである。対して、言論 NPO と東ア

ジア研究院の調査は 2013 年以降にしか行われておらず、故にそれ

がカバーする時期は僅か 9 年間になっている。質問内容も異なるの

で、その数値を直接比較する事も不可能である。
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しかし、それでもこの二つの世論調査からわかる事が幾つかあ

る。最初に明らかなのは、結果的には等しく悪化して今日に至って

いる日韓両国の相手国に対する国民感情であるが、それが悪化した

時期は大きく異なる事である。即ち、内閣府による調査で明らかな

様に、日本において韓国に対する国民感情が最も大きく動いたのは

2012 年、次に大きいのが 2018 年になっている。周知の様に、2012

年の世論悪化を齎したのは、同年 8 月における当時の韓国大統領で

あった李明博による竹島上陸と天皇への謝罪を巡る発言であった 7。

この直前の時期は、2003 年に開始された日本国内での「韓流ブー

ム」を受けて、日本人の韓国への好感度が最も高くなっていた時

期であったが、それが李明博の行動により一変した事がわかる。他

方、2018 年の低下は、ここまで述べて来た様な、同年 10 月に出さ

7	 木村幹（2014）、i ページ以下も参照。

図 1　韓国に対する好感度（内閣府）

出典：内閣府（2022）より筆者作成。
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れた元徴用工問題を巡る韓国大法院の判決に端を発する日韓関係の

急速な悪化を主原因とするものである。

対して、韓国の状況は異なっている。図 2 に示した韓国ギャラッ

プが実施した調査によれば、韓国人の日本に対する好感度は 1990

年代以降、20％台から 30％で推移した後、2011 年の東日本大震

災直後には、被災した日本人への同情心が広まった結果として、

41％の最高値を記録する事となっている。

この状況はその後、第二次安倍政権の成立と日本政府関係者に

よる「歴史修正主義」とも見られる言動により、大きく低下した。

しかしながら、その事はこれにより韓国の対日感情そのものが大き

く低下した事を意味しなかった。例えば、図 3 は言論 NPO と東ア

ジア研究院が実施した調査の結果である。そこにおいて注目すべき

は、2013 年以降の日本人の対韓意識が一貫して悪化傾向にあるの

図 2　韓国人の対日認識（韓国ギャラップ）

出典：한국갤럽（2022b）より筆者作成。
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に対し、韓国人の日本に対する良い印象は 2015 年から 19 年まで

は寧ろ上昇を続けている事である。この事は韓国の世論が 2018 年

10 月の韓国大法院による元徴用工問題に関わる判決をはじめとす

る、この時期の一連の出来事に影響を受けていない事を意味してい

る。因みに同じ 2018 年には 9 月には済州島沖で行われた「国際観

艦式」に参加予定であった海上自衛隊艦船による自衛隊旗の掲揚を

巡る問題、つまりは「旭日旗問題」が発生し、12 月には韓国海軍

による海上自衛隊哨戒機に対する火器レーダー使用を巡る問題、つ

まり「レーダー照射問題」もまた勃発に至っている。結果、日本の

政府や世論は韓国政府に対する不信感を大きく高める事となってい

た。だが、これらの日本で大きく注目され、韓国への国民感情を悪

化させた一連の出来事は、韓国では世論に殆ど影響を与えていない

事になる。

図 3　日韓両国の相互認識（言論 NPO・東アジア研究院）
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しかし、このトレンドは 2020 年の調査では一変し、過去最低水

準にまで低下する事となる 8。そのきっかけとなったのは、2019 年

7 月、第二次安倍政権が発動した韓国に対する一部半導体産品に関

わる輸出管理措置の発動である。韓国では直後から、嘗てない規模

での日本製品・旅行に対するボイコット運動が発生し、この状況は

2020 年に発生した新型コロナウイルス蔓延による、両国間の人的

移動の事実上の停止まで続けられる事になる（向山英彦 2019）。

以上の事からわかるのは、日韓両国関係が紛糾へと向かう中、同

じく大きく悪化する両国の国民感情であるが、その悪化の原因は必

ずしも同じではない事である。即ち、日本人にとって彼らの韓国に

対する感情が大きく悪化した原因は、主として、領土問題や歴史認

識問題に関わる紛争であり、とりわけ政治家等の言動や裁判所の判

決が大きな影響を与えている。他方、日本政府による韓国に対する

措置、例えば、2015 年末の慰安婦合意締結や、2019 年の輸出管理

措置の発動は影響を与えているとは言い難い。

対して、韓国の世論に大きな影響を与えたのは、主として、第

二次安倍政権成立以後の日本政府及び要人の言動である。日本側の

輸出管理措置の発動が与えた影響の大きさについては既に触れた通

りであるが、同様の現象は他の時期においても見る事ができる。例

えば、韓国ギャラップ社が実施した世論調査（한국갤럽 2015）に

よれば、日本に対する韓国人の好感度は東日本大震災の直後の、

2011 年には 41％にまで達していたものの、2015 年には 17％まで

8	 内閣府の調査が毎年 10 月前後、これに対し言論 NPO と東アジア研究院の調査が

春から秋にかけての異なる時期に行われている事に注意。後者の 2019 年調査は輸

出管理措置発動以前の 6 月に行われており、故にその影響は 2019 年ではなく、

2020 年のデータに初めて現れる事となっている。
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低下する事となっている。背景にあったのは、韓国の世論が有した

2012 年 12 月に首相に就任した安倍晋三とその言動への強い警戒感

に他ならなかった 9。

それではこの様な状況は、一体何を意味しているのだろうか。

答えは勿論簡単である。当然の事ながら、日韓両国とも、相手

側に対する世論の悪化は、相手国政府やその関係者の言動を原因と

するものであり、日韓関係の外交的悪化そのものに起因する訳では

ないからである。例えば、日本においては 2019 年に発動された輸

出管理措置は、前年 10 月における元徴用工問題に関する韓国大法

院の判決以後、悪化した日韓関係を受けての当然の措置であり、寧

ろ、多くの支持を以て受け止められた（日本経済新聞 2019）10。同

様に、2012 年の李明博の竹島上陸や天皇の謝罪を求める発言や、

2018 年の大法院の判決は、韓国の人々の領土や歴史に関わる従来

からの認識に合致したものであり、だからこそ彼らはそれを当然の

ものであると受け止める一方で、何故に日本側がこれに大きく反発

するのかは理解できなかった。そして、日本側にとっての衝撃の大

きさが理解されていなかったからこそ、今度はその後に事実上の対

抗措置として取られた日本側の輸出管理措置に、韓国の人々は大き

な衝撃と怒りを覚える事となる。つまり、韓国では当然の言動に対

して、日本は理不尽なまでに強硬に対処している、という認識であ

る。

背景にあるのは、両国において、日韓関係に関わる自らの行政府

9	 例えば、김광현（2012）。
10	 本稿における日本経済新聞の記事等は、全て以下のデータベースに拠っている。

日本経済新聞「日経テレコン」、http://t21.nikkei.co.jp/g3/CMN0F11.do（最終

確認 2022 年 8 月 2 日）。
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や司法府の言動が、その国民の強い支持を受けている状況である。

つまり、彼等はその言動が自らの意思に合致しているものだからこ

そ、自らの行政府や司法府の言動については当然であり、自然なも

のだと受け止める。しかしながら、今日、領土問題や歴史認識問題

に関わる日韓両国の行政府や司法府の理解は、大きく異なるものと

なっており、自国民には当然のものとして受け止められ、支持され

る言動は、逆に相手国においては大きな違和感と、それ故の怒りを

以て受けとめられる事になる。

結局、それは現状が次のような状態になっている事を意味してい

る。1965 年の日韓基本条約と一連の付属協定の締結により、一旦

は、植民地支配の処理を巡って、共通の理解を獲得したかに見えた

日韓両国の認識は、それを繋ぎとめてきた相互の重要性の低下によ

り、90 年代以降、次第に乖離する事となって来た。そして、90 年

代から 30 年を経た今、各々の互いに乖離した認識は、両国民の間

に既に定着したものとなり、当然のものとして受け止められるに至

っている。そしてこの様な一国単位での領土や歴史認識問題に関わ

る認識の「常識」としての定着は、結果として、相手側の認識をし

て、嘗て以上に特異で逸脱したものとして映る事態を作り出すに至

っている。

加えて重要なのは、日韓関係の歴史認識においていつの間にか、

行政府以上に司法府の判断が重要な役割を果たす様になっている事

である。選挙にて選ばれた政治家がリードする行政府の判断は、時

に政治的であり、だからこそそれは時に大きく変化するものであ

り、またその政治的な恣意性や便宜性をも人々に感じさせるものと

なる。しかしながら、司法府の判断は、社会において一定の正統性

を持つものであり、人々はそこに政治性よりも正当性を憶える事と

なる。
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そして、その事は日韓関係が新たな段階へと突入しつつある事

を意味している。それを甞て筆者が日韓関係の歴史認識問題を巡る

状況の発展段階として論じた研究（木村幹 2014, 33-）の上に位

置付けるなら以下のようになる。即ち、日韓関係の第一の段階は植

民地支配が終焉した 1945 年から日韓基本条約締結までの時期であ

り、そこでは植民地支配を巡る問題が、「現在」の問題として議論

された。しかし、この状況は、朝鮮半島の植民地支配を巡る問題を

解決する為の、日韓基本条約とその付属協定が締結されると、両国

の関係は小康状態へと向かう。これが 1965 年から 80 年代頃まで

の第二の段階である。

しかし、既に論じた様にこの様な状況は、1990 年代初頭に変化

する。こうして、韓国が日韓基本条約とその付属協定の解釈を次第

に変え、両国の歴史認識が大きく乖離していく、第三の段階が出現

する。当然の事ながら、この様な両国間の歴史認識の乖離は、その

まま外交的対立なって現われる事となり、両国はこの問題を巡って

激しい対立を繰り返す事になる。

そして、今、両国の状況はこの段階において作りだされた各々の

国内における認識が世論の支持と司法の判決・決定により、固着化

へと向かう第四の段階に入っている。甞て、その歴史的発展過程の

中で、漸進的に形成された両国の植民地支配に対する認識は、それ

が広く国民に浸透し、司法府によりお墨付きも得る事となる。植民

地支配を巡る歴史認識が動いていた第三の段階では、その認識の変

化により、日韓両国間のみならず、日韓両国の国内においても、植

民地支配を巡る大きな議論が展開され、異なる認識を持つ人々は、

国外のみならず、国内の論敵に対しても激しい挑戦を試みた。しか

し、新たなる歴史認識が各々の国内で定着するこの第四の段階にお

いては、そうした国内における歴史認識を巡る対立は影を潜めてい
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く事になる。

まとめて言うなら、第一の段階が植民地支配の清算を巡る現在

進行形の議論により、国民の歴史認識が動いていた時期であり、ま

た第二の段階が先立つ段階において形成された合意の固着化が試み

られた時期である、とするなら、現在の我々が直面する第四の段階

は、90 年代以降続いた第三の段階において形成されていった日韓

両国の新たなる歴史認識が、固着化していく過程なのである。

とはいえ、この様な日韓関係の新たなる段階への突入は、両国に

とって大きな試練をも科す事となる。何故なら乖離した認識がその

ままの状態で各々の国で固着化し、世論と司法双方の支持を受けて

正統化されるなら、両国のエリートが妥協を行うインセンティブは

ますます失われていくからだ。

それではこの様な状況下での、日韓両国における新政権成立は、

どの様な意味を持つのだろうか。次に韓国の状況を中心に見ていく

事にしよう。

四　 「悪魔化した」 政治指導者の退場

最新の両国の世論の状況はどうなっているのだろうか。次にこの

点について、2022 年、読売新聞と韓国日報が共同で実施した最新

の世論調査の結果から少し詳しく見ていく事にしよう。

本稿冒頭でも触れた様に、この世論調査では、日本人の 31％、

韓国人の 53％が、「尹錫悦政権の成立後」日韓関係は改善へ向か

う、という展望を有している。この数字は、2010 年以降断続的に

実施されているこの調査において、日本側においては李明博の竹島

訪問以前の 2011 年以来の 3 番目に高い水準、そして韓国において

は 2017 年の文在寅政権成立直後に次ぐ 2 番目に高い水準になって

いる。
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しかし、それが新型コロナ禍に苦しんだこの 2 年余りの状況を経

て、両国における相手国の認識が大きく変化した結果なのか、と言

えばそうではない。例えば、相手国に対する親近感は、2021 年と

2022 年の間で、日本で僅か 4％、韓国においても 8％上昇したに過

ぎない。信頼感においても同様であり、上昇幅は日本では再び僅か

2％、韓国でも 6％に留まっている。

状況の深刻さは、歴史認識問題を巡る項目でより明確になる。多

くの人々が日韓関係の改善に期待を寄せる中で、歴史認識を巡る問

題で自国側「も」歩み寄るべきだと答えた人は、日本では 2021 年

から 2％増えた 32％、韓国においては逆に 2％減少した 16％にし

か過ぎない。逆に日本人の 58％、そして韓国人においては 81％も

の人々が、歴史認識を巡る問題に自国が歩み寄るべきだとは思わな

い、と答えている。つまり、両国国民は自らが歴史認識を巡る問題

で譲歩せずとも、日韓関係は改善されるだろう、という矛盾した期

待を有している事がわかる。

状況の複雑さは、数字をより細かく見ると、更に明らかになる。

図 4 と図 5 はそれぞれの回答の内訳を、韓国においては支持者のイ

デオロギー別、日本においては支持政党別に見たものである。日本

における共産党支持者を除いて、全てのカテゴリーにおいて相手国

への歩み寄りを拒否している人が、50％以上に達している事がわ

かる。重要なのは、通常日韓関係の改善に積極的である、と相手国

において考えられている人々、つまり、日本においては野党支持

層、韓国においては保守的な人々の間でも、相手国に譲歩すべき、

と考える人々は過半数にすら達していない事である。
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図 4　歴史認識問題での相手国への対応（韓国・イデオロギー別）

出典：読売新聞（2022b）より筆者作成。

図 5　歴史認識問題での相手国への対応（日本：政党別）

出典：読売新聞（2022c）より筆者作成。
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結局、この世論調査が示唆しているのは次の事だ。両国における

新政権の成立により、日韓両国の間では確かに関係改善への期待が

高まっている。しかしながら、それは相手国に対する認識が変わっ

たからでも、況してや関係改善の為に懸案で妥協しようという機運

が高まっているからでもない。そこで期待されているのは、新政権

の成立により相手側の政権が、自らの側に一方的に譲歩する事であ

り、そこでは自らの側が見解を曲げて歩み寄る必要性は想定されて

いない。

背景に存在するのは、これまでの相手国の政治家とその政権への

ある種の「過大評価」であろう。韓国においては、第二次安倍政権

はその成立直後から、強い警戒心を向けられており、首相である安

倍の政治的性向には「極右」とい修飾語が付せられるのが当たり前

になっていた。2019 年にぼっ発した、日本製品・旅行ボイコット

運動において、「No Japan」ではなく、「No Abe」というスロー

ガンが採用されたのもその為であった（박광렬、2019）。日韓関

係の悪化は、安倍と言う一人の「極右」政治家によって齎されたも

のであり、だからこそその政権を排除すれば、日本は以前の様な韓

国との協調的な姿勢へと立ち戻り、韓国の主張する「正統な」歴史

認識を受け入れる事が出来るに違いない、という期待が存在した。

結果、図 6 に示した様に、安倍に関わる関心は以後の首相に比べて

も突出したものとなっていった。

相手国の政治指導者の日韓関係における役割が過大に評価され

たのは、日本においても同様であった。対象となったのは文在寅で

あり、同政権下における日韓関係の悪化は、「反日」思想を持つ彼

が、自らの支持率を底上げする為に行った政治工作の結果だ、と日
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本の一部メディアは繰り返し議論した 11。現実には、慰安婦問題に

大きな拘りを持ち、その解決を声高に主張した朴槿惠の政権下と異

なり、文在寅政権下の日韓関係の悪化は、行政府よりも司法府によ

る前例を大きく覆す判決の連発により引き起こされたものであり、

行政府を率いる大統領の果たした役割は大きなものとは言えなかっ

た。にも拘わらず、一部の日本メディアがこの文在寅の役割の過

大評価と、それに基づく攻撃を続ける事となったのは、何よりもそ

の説明が－どんなに現状から離れていても － 過剰にわかりやす

く、「顔の見える」ものだったからである。図 7 はその様な一部メ

ディアが如何に執拗に文在寅について議論したのかの一例である。

11	 この点については、木村幹（2022）も参照の事。

図 6　首相に関する報道数（朝鮮日報）

出典：한국언논재단（2022）より筆者作成。
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図 7　「現代ビジネスオンライン」に見る文在寅報道

出典：現代ビジネスオンライン（2022）より筆者作成。

とはいえ、この様な現状の責任を特定の言わば「悪魔化 12」され

た政治指導者に全て押し付ける説明には、副作用が伴った。何故な

12	 「悪魔化」demonization については、Flinders（2012）、Normand（2016）の文献を

参照した。
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ら、関係悪化が特定の政治家による「邪悪な」行為により齎された

のであれば、当然の事ながら、その政治指導者が退陣した後には、

状況が改善に向かうのが論理的な帰結だからである。

しかしながら、その事は今後の日韓関係の多難さを意味してい

る。現在の日韓関係改善に向けた両国の期待は、必ずしも両国の新

政権の成立と新指導者への期待の結果ではなく、過去の政治指導者

の退場の結果にしか過ぎない。図 8 は、日韓両国主要メディアであ

る、日本の朝日新聞と韓国の朝鮮日報において、2020 年以降の韓

国の朝鮮日報における日本の報道と、日本の朝日新聞の韓国や北

朝鮮に対する報道の量を、新型コロナ禍以前の 2018 年と比べたも

のである。朝日新聞においては、2020 年以降の報道量が韓国に対

して 60％前後まで低下している事、そして、朝鮮日報においても

2020 年こそ同等の報道量を維持したものの、その後急速に減少し

ている事がわかる 13。

重要なのは、この様に新型コロナ禍以前と比べて、互いに対す

る関心が大きく低下しており、新指導者に対する報道数等も決して

高い水準にある訳ではない。だとすれば、この状況下、肯定的なシ

ナリオが描けるのであればどの様な事が考えられるのか。最後に、

2022 年 9 月現在での日韓両国の新政権が置かれた状況を背景に、

今後の展望について考えてみたい。

13	 2020 年における韓国での日本に対する関心の多くは、新型コロナ禍に対する日韓

両国の対応の違い、とりわけ日本に対する韓国の優越性に関わるものであった。

故に、新型コロナ禍が長期化し、韓国の状況が悪化すると共に関心が失われる事

となっている。
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図 8　コロナ禍以前（2018年と 19年の平均）と比較した記事の数

出典：한국언논재단（2022）及び、朝日新聞（2022）より筆者作成。

五　おわりに ： 日韓両国協力の為のインセンティブ

日韓両国における歴史認識は固着化しつつあり、両国の国民は自

らが有する歴史認識に大きな疑念を持たなくなっている。関係改善

への期待は一時的に高まっているが、主として両国のメディア等が

関係悪化の責任を押し付け「悪魔化」されてきた、特定の政治家の

退場に伴うものであり、人々は対立の焦点となっている問題で、自

らの側が譲歩する事を望んでいない。

重要なのは再び、日韓両国の人々が、関係改善へのインセンティ

ブを見出していない事である。既に述べた様に、長期的な日韓関係

の悪化の背景には、日韓両国相互における関係維持の為のインセン

ティブの不足がある。そして言うまでもなく、現在の新たなる段階

の日韓関係の状況も、このインセンティブの不足が恒常化した結果

である。だからこそ、関係悪化が長期化する中、その改善の必要性
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は一部で認識されているものの、両国民は共にその為に自らの側が

譲歩する必要があるとは考えていない。

だとすれば、日韓関係を巡る状況は依然と厳しい状況にあり、展

望が容易に開ける様には思われない。とりわけこの点について、困

難な状況にあるのは日本側である。2021 年における岸田政権の成

立は、あくまで自民党と公明党を与党とする状況における指導者の

交代に過ぎず、それによる大きな政策の変更が期待される状況には

ない。読売新聞・韓国日報による共同調査によれば、連立与党であ

る自民党と公明党の支持者は、共に韓国に対して 25％前後の極め

て低い信頼感しか有しておらず、尹錫悦政権成立後の日韓関係につ

いても、過半数が「変わらないだろう」と答えている。

この様な日本の状況において、もう一つの変数となるのは、2022

年 7 月の安倍晋三暗殺事件以降の自民党内の勢力バランスの変化で

ある。何故なら、この暗殺事件は全く方向性を異にする影響を同党

内に与える可能性があるからだ。第一は、暗殺事件はそれにより、

故人となった元首相の行った政策を「神話化」することで、それら

を批判し、変更する事を困難にさせる効果を持っている。自党の候

補者の応援演説中に非業の死を遂げた元首相を批判すれば、当然の

事ながら党内、そして党支持者の反発は大きくなるからである。政

策変更に反対する人々が、亡き安倍の威信を使って抵抗し、その変

更を死者への冒涜だと非難する事も可能になる。この影響が続く状

況においては、第二次安倍政権下において取られた、韓国への一連

の強硬な施策を撤廃する事は難しい。

とはいえ、安倍の暗殺は、自民党内に異なる影響を与える可能

性をも有している。この点において重要なのは、党内最大派閥であ

る旧安倍派の凝集力の大幅な低下である。その首相在任時から安倍

は、自らの派閥に後継者であり、且つライバルとなり得る第二人者
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を作るのを拒んできた。彼の政権下にあって、言わば「番頭」とし

て派閥をまとめたのは細田博之であったが、細田は 2022 年 8 月現

在、衆議院議長の職にあり、日本政治の慣行上、党内政治に関与で

きない状態にある。2021 年秋の総裁選挙にて安倍の支援を受けて

脚光を浴びた高市早苗は、嘗て安倍派の前身である町村派を退会し

た経緯から、同派に戻れる状況にはない。派閥内の次期リーダーと

される下村博文や萩生田光一、松野博一、西村康稔、世耕弘成は少

なくとも現在の段階では圧倒的な存在とは言えず、暫くの間は集団

指導体制が続くものと見られている。

当然の事ながらこの様な状況は、首相であり、且つ自民党総裁で

ある岸田の行動の自由を大きくする。岸田は先立つ、衆議院選挙と

参議院選挙にて大勝を収めており、党内の立場は総裁当選時とは比

べ物にならないほど大きくなっている。とはいえ、その事はあくま

で岸田にこれまでの自民党歴代の政権が行って来た政策を変更する

余地が生まれつつある事を意味しても、彼等が政策、とりわけ日韓

関係に関わる日本の政策を変えるに足る何かしらの具体的なインセ

ンティブが存在する訳ではない。

政策変更の一定の自由が存在する一方で、そのインセンティブが

見当たらない状況は、韓国の尹錫悦政権も同様である。尹錫悦政権

は、2017 年の朴槿惠大統領弾劾確定以降、5 年ぶりの保守政権で

あり、先立つ文在寅政権への強い批判を基調とした政治的キャンペ

ーンにより当選した。外交政策においても、文在寅政権下において

蔑ろにされ、大きく傷ついた―と彼らが主張する―アメリカと

の同盟関係を立て直す事を主張しており、併せてその同盟国である

日本との悪化した関係をも再検討している。中国や北朝鮮の脅威に

備える為に、日米韓の三か国の連携をはじめとする「西側」の国々

との関係を強化する事を明言している。
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こうして見ると、尹錫悦政権は、一見、日本を明確に自らの外

交政策に位置づけ、それとの関係をも模索している事がわかる。と

はいえ、この外交政策には一定の限界もまた存在する。何故なら、

同政権における日本の重要性は、あくまで「同盟国であるアメリカ

の同盟国」であり、在日米軍基地をも置く隣国であるが故の、安全

保障上のものでしかないからである。文在寅政権が解散した「和解

と治癒財団」、つまりは、2015 年の慰安婦合意により作られた財

団の復活や、元徴用工問題を巡って、両国企業の出資により作られ

る基金の設立の検討が、一部で示唆しているのも、あくまでこれら

の問題に対する解決を、交渉相手である日本側が欲しているからで

あって、彼ら自身が自ら進んでこれらの問題を解決する事に積極的

な意義を見出しているとは言い難く、日本政府もその点について尹

錫悦政権の「真意」に依然、確信を持てないままにあるように見え

る。

そして何よりも、この政権は極めて弱い政治的基盤しか有してい

ない。国会の議席の内、与党「国民の党」が占めるのは 300 議席中

僅か 108 議席に過ぎず、圧倒的多数は文在寅政権を支えた「共に民

主党」が抑えている。大統領制の下にある韓国では、行政府の長に

よる、立法府の解散は不可能であり、この状況は大統領の任期半ば

の 2024 年 4 月まで続く事になる。大法院や憲法裁判所といった主

要な司法機関は、文在寅政権期に任命された進歩派の判事が大多数

を占めており、こちらも大統領の動きを大きくけん制する存在とな

っている。仮に行政府が法律的に無理を犯して事態を進めれば、今

度は裁判所がこれにストップをかけることになる。これまでも幾度

か歴史認識問題を巡って韓国で繰り返されてきた現象である。

この様な状況下、野党をはじめとする勢力の抵抗を排して自らの

新しい政策を進める為に必須なのは、国民の支持であるが、尹錫悦
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政権はこの点でも極めて弱い基盤しか有していない。主要世論調査

会社の一つである韓国ギャラップ社によれば、政権発足時の大統領

の支持率は 50％、1987 年の民主化後の政権で 3 番目に低い水準と

なっている（한국갤럽 2022a）。大統領の支持率はその後も大きく

上昇基調に転じる事はなく、この文章が書かれている 2022 年 8 月

初頭には 28％と、30％台をも割り込む事となっている。

他方、既に紹介した様に、韓国国内においては歴史認識を巡る問

題で、日本への譲歩を容認する世論はなく、この様な状況において

尹錫悦政権がリスクを冒して日韓関係の修復へと直接乗り出すイン

センティブは小さくなっている。同政権の外交政策は、当初におい

ては見せていた中国に対する強硬姿勢を、僅か数か月にて後退させ

る兆しを見せているのも、或いはこの様な政治的基盤故の事なのか

もしれない。

ともあれ、以上の様な状態において、日韓両国の新政権が関係修

復に積極的に乗り出す理由は、殆ど存在しない様に見える。だとす

れば、両国政府が行うべきは、まずは関係修復の為のインセンティ

ブやそれを発見、活用する仕組みを意図的に再構築する事である。

そしてこのインセンティブ構築に向けては、考え得るアプロー

チが幾つか存在する。第一は、既存の日韓関係の中において、多く

の人が容易に理解できる、具体的で明らかな利益を利用する事であ

る。この点において重要な示唆を示すのは、新型コロナ禍以前と現

在の状況の違いである。周知の様に、新型コロナ禍において日韓両

国の間では人的交流が大きく失われ、観光業を始めとする様々な業

界に大きな影響を与えている。だからこそ、この影響を逆に利用し

て、日韓両国の国民に交流の利益を訴える事は難しくない。

しかしながら、ここで問題となるのは、両国間の外交的交渉が大

きく頓挫する中で、どうやって人的交流を再開するか、である。こ
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こにおいてポイントとなるのは、人的交流の再開においては、日韓

両国間の交渉を経ずして、どちらか一方だけの政治的決断で行える

ものも存在する事である。典型的な事例は、既に韓国政府が一部再

開を表明した様に、新型コロナ禍下において途絶えている「ノービ

ザ」交流を再開する事であり、これにより両国の観光産業は大きな

修復の回復を期待する事ができる。そしてその実施において必ずし

も相手国の同意は必要でなく、更に実施国の側に明らかなメリット

がある。

即ち、日韓両国のうちどちらか一方だけが「ノービザ」訪問の

受け入れを開始すれば、必然的に観光客の流れは、受け入れ開始国

の側にのみ向かう事になり、その観光業界は一方的な利益を受ける

事ができる。他方、観光客を奪われる事となる、「ノービザ」訪問

の受け入れ未開始国の側では、自らの側が等しく利益を受けられな

い事に対する不満が高まる事は確実であり、この方法は関係改善へ

の利益を見出せない側に、その交流の利益を半強制的に思い出させ

る為の、一種の「圧力」としても利用することができる。観光業界

をはじめとする具体的なアクターの活動を期待する事が出来、これ

らの段階を踏んで一つずつ進める事で、両国関係の重要性を繰り返

し、世論に確認させる事も可能である。

とはいえ、この様な二か国のうち一か国のみで出来る事には限り

があり、当然の事ながら、両国は他の問題については、交渉を行う

必要がある。だとすれば第二に行うべきは、インセンティブ構築の

前段階となる、制度の設計、より具体的には交渉のルールを定める

事である。忘れてはならないのは、人が何かしらのインセンティブ

によって動かされる場合、時に、その動向を決めるのはインセンテ

ィブそのもの以上に、その人々の行動を妨げとなる、阻害要因の大

きさである、という事だ。だからこそ、仮に即座にインセンティブ
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そのものを大きくできないなら、制度的整備を行って、このインセ

ンティブが効果を発揮しやすい環境を整える事である。

そしてそこでの最大の目標は、慰安婦問題や元徴用工問題といっ

た現状では解決の困難な問題を関係改善に向けた交渉の前提条件と

せず、出来る範囲の交渉を先に行い合意をする事である。それによ

り、例えば、日韓 GSOMIA をはじめとする、協力の基盤を再構築

し、その中で実績を積む事で、その実績を次なる課題を解決する為

のインセンティブを見出していく事になる。

2013 年には朴槿惠政権が慰安婦問題を理由として、首脳会談を

はじめとする両国の協議の多くを中断させ、2018 年からは元徴用

工問題を理由として、第二次安倍政権が韓国側との交渉を拒否する

事となった。これらの「首脳会談ボイコット戦略」が相手国にとっ

て圧力として機能しなかった事は明らかであり、この何をも生み出

さない「不毛なワントラック戦術」との決別を、両国はまずは明確

にすべきであろう。交渉の為の阻害要因を極力撤廃する。その事の

重要性は極めて大きなものになるだろう。

しかしながら、最も重要なのは、第三の方法、即ち、新たなる

インセンティブを既存の日韓関係の外側に見出していく事である。

見落とされてはならないのは、日韓両国の協力の意義は、両国間の

貿易や人的交流等、日韓関係の内部においてのみ存在するのではな

く、両国同士の直接的関係を離れたより大きな国際的文脈、つま

り、日韓関係の外部にも存在する事である。

この点において注目すべきは、尹錫悦政権が自らの外交を、こ

れまでの朝鮮半島周辺に限定された範囲を離れて、大きくグローバ

ル展開する事を目標としている事である。歴史認識問題や領土問

題、更には福島第一原発の処理水排出問題等、日韓の対立事項の多

くは、北東アジア固有の歴史的・地理的環境に規定されたものであ
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り、それ故、時にその対立はゼロサム的な構造になりがちである。

しかしながら、北東アジアを超えた範囲、例えば、ウクライナやペ

ルシャ湾、更には発展途上国の開発や地球環境問題等を巡っては、

日韓両国が対立する理由はなく、そこに協力の利益を見出す事は容

易である。

尹錫悦政権は安全保障問題においても北東アジアを離れた問題に

対しても積極的な関与の意向を示しており、だとすれば両国の協力

の可能性は更に大きくなる。例えば、中国やロシアを巡る安全保障

上の協力がアメリカや欧州諸国を巻き込んで進む時、日韓両国がこ

れらの大きな問題を前にして、協力を躊躇する事は困難になるであ

ろう。

そしてその様な日韓関係の内部にではなく、外部における協力

の可能性を探る事は、これまで日韓、或いは東アジアの文脈に狭く

限定されていた、日韓関係に関わる我々の視野を広めさせる事をも

意味している。そうしてより大きな国際関係が視野に入る時、両国

政府や国民は、国際社会の視線を無視して行動する事は出来なくな

る。その事は、領土問題や歴史認識問題そのものについても、各々

の国内の政治的文脈を離れて、より客観的に考える事を可能とさせ

るかも知れない。

固着化しつつある対立構造を再び流動化させ、両国の関係を円滑

な状態へと復帰させる。その為には、両国の人々が新たなる協力の

場を更に広く求め、知恵を出す事が必要だ。その事を確認して、本

稿の筆を擱く事としたい。

（寄稿：2022 年 8 月 2 日、再審：2022 年 8 月 20 日、採用：2022 年 10 月 20 日）
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進入新階段的日韓關係： 
逐漸定型的歷史認知該如何打破？

木村幹

（神戶大學大學院國際協力研究科教授）

【摘要】

這一年來，日韓各自迎接新政府上台，日韓關係看似相對有望

改善。但是，關係改善的前提，最根本應該思考的，是日韓間面對的

是什麼問題，為了改善兩國關係應該做什麼努力。本文將針對上述問

題，從日韓間問題的發展歷程進行分析，並指出現在的日韓關係正迎

向嶄新的階段。此外本文的重點在於，認為兩國的歷史認知，明顯是

因為輿論與司法判決而逐漸固化。

在韓國，開始修正 1965 年後所締結的一連串條約解釋的起源，

是在 1990 年代。此後，日韓的歷史認知受到各自國內因素動搖，激

烈的辯論甚至延伸到國內外，使得兩國的歷史認知逐漸背道而馳。然

而在兩國內部，對於歷史認知的對立歧見正逐漸平息，兩國人民將各

自的歷史認知視為理所當然的現在，兩國政府更難以採取與既定歷史

認知截然不同的行動。就改善關係而言，重要的應該是，能發現讓日

韓改善關係的重大誘因，才得以打破兩國的僵局吧。

關鍵字：日韓關係、歷史認知、東亞、日本、韓國
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Japan-Korea Relations Entering a New 
Stage: How to Break the Fixed  

Historical Perception

Kan Kimura
Professor, Graduate School of International Cooperation Studies,  

Kobe University

【Abstract】

In Japan and South Korea, new administrations were established 
within just  a year.  Under the new leaderships,  people expected 
reimprovements of the relations between the two nations. However, 
what  problems are  they fac ing,  and how can they recons t ruct 
their relations? Thus, this study aimed to historically analyze the 
development of the relations between the two countries and to reveal 
that currently, these relations are entering a new stage, in which 
their historical perceptions are anchored by the public and judicial 
authorities.

In the 1990s, South Koreans started to challenge the political 
and legal frameworks established by the treaties in 1965, and the 
perception gap between the two nations has broadened for decades 
since then. This was possible because of the fluidity of their historical 
perceptions during that period; hence, they had to experience severe 
arguments about  their  history,  not  just  internationally but  also 
domestically. However, today, the historical perceptions of Japan and 
South Korea are losing domestic diversity, and the two nations have 
gained more confidence in their historical perceptions. Under these 
conditions, making any concession against them was never easy for 
both governments. To change this situation, new incentives must be 
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developed, and consequently, perceptions must be compromised. 

Keywords:  Japan-South Korean relation, Historical disputes, East 

Asia, Japan, Korea
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